
事故情報データバンクの概要

○消費者庁に一元化された事故情報について、「事故情報データバンク」として整理・公表
○事故情報データバンクは、地方公共団体、報道関係者、研究者、消費者等の様々な主体
によって、事故防止に活用されることを期待

○平成21年度以降の日常の身の回り
の製品、食品、サービスなどによる事
故等が約19万件登録されており、関心
のある分野の事故情報を検索できる。

○掲載内容は、事故発生日、発生場
所、事故状況等の事故の概要。

○当該事故が製品等に起因しているこ
とが判明している場合は、 事業者名、
商品名が閲覧できる。

○平成28年度のアクセス数（12月末時
点）は約13万件。運用開始当初 （22年
度：約7万3千件）から、アクセス数は毎
年増加している。

トップページ

１（２）事故情報データバンク
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２（１）記者発表①

【プレスリリースによる情報提供】 ※プレスリリースは消費者庁ホームページにも掲載
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＜Twitterの活用事例＞

２（２）ＳＮＳを通じた注意喚起情報の発信（Twitter、facebook）

○ 消費者庁では、平成２５年１月からtwitter、平成２８年４月からfacebookのサービスを開始。
平成２８年１２末月時点で、 登録者数はtwitterが約１８万人、 facebookが約６００人である。

○ 事故防止の注意喚起にも活用している。

＜Facebookの活用事例＞
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２（３）子供安全メール

商品

【子ども安全メールの配信】

○毎週木曜日に、主に、０歳～小学校入学前の子どもの安全情報を配信。

○事故予防の豆知識や、消費者庁に集約される事故情報を基にした注意喚

起情報などを配信。ツイッターでも同時に配信。

○平成28年12月末時点の登録者数はPC、携帯メール版の合計で約３万人。

（最近の配信メールのタイトル）

 カップ麺でのやけどに気を付けましょう！（１/12配信）

 ウイルス感染を予防しましょう！（１/５配信）

 ショッピングカートでの子供の事故に注意しましょう（12/22配信）

 お菓子に原材料表示にないアレルギー物質が混入！（12/15配信）

 おもちゃを選ぶ時は、安全面に配慮しましょう。（12/８配信）
9



２（５）事業者団体への周知依頼等の例

○ 所管官庁のガイドラインの周知（エア遊具等遊戯施設での事故、機械式立体駐車場におけ

る事故）

• 経済産業省の「商業施設内の遊戯施設の安全に関するガイドライン」

• 国土交通省の「機械式立体駐車場の安全対策に関するガイドライン」

• 国土交通省の「機械式立体駐車場の安全対策に関するガイドライン」の手引き

○ 業界団体による研修の実施等安全対策の強化（エア遊具等遊戯施設での事故）

○ 施設の管理者による安全対策の推進（エア遊具等遊戯施設での事故、機械式立体駐車場

における事故）

• エア遊具の運営受託事業者を選定する際に、当該事業者が「安全運営10ヶ条」の遵

守等の安全対策を実施できるかを確認することや、実際に安全対策が実施されてい

るか、実地調査等により定期的に確認することが重要であることを周知

• マンション等の機械式立体駐車場の管理組合や利用者に向けてまとめた「管理者向

け自己チェックシート」の周知
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